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2003年12月に自然エネルギーのトータルサポート企業として設立した当社。ここ数年で急成長を
遂げています。電気自動車や蓄電池の普及に見るように、太陽光をはじめとする自然エネルギーは、
これからの産業を牽引していく存在です。こうした変化とあわせて、これまで当然のことと考えられて
いた認識や価値観は劇的に変わっていくでしょう。当社は、この大きな変化の中で自然エネルギーを
誰もが当然のように選んでくれるエネルギーにしていくための事業を展開しています。「自然エネル
ギーを普及させ、そのエネルギーの効果的な利用を促すことで、私たちの子どもたちや孫たちが永続
できる社会の構築に貢献すること」を使命（ミッション）としています。この志を胸に「2031年までに
500GW（日本の電力需要の約半分）の自然エネルギー事業を手がける」という目標（ビジョン）に本
気になって取り組んでいます。

長野県駒ヶ根市に本社を構えながら、国内そして海外へも展開中の当社。会社の
使命を全社員が共有し、同じ夢を持って目標を実現すべく働いているチームゆえに、
経営者と社員の距離が近いことが特徴です。そんな風土の中で、物事に信念を持って
取り組み、自分の個性を存分に発揮している若手社員がたくさんいます。

■環境事業体感コース（１日間）
　※学部学科不問
■技術開発・データ解析コース（３日間）
　※理系学生対象
開催場所：駒ヶ根本社・東京本社・名古屋営業

所・大阪営業所

私が行っている業務は、一言で言えば自社製架台の
技術営業です。技術営業課では、JISの規格や設計条
件のチェック、図面の作成、お客様への提案まで一貫
して行っています。技術的な側面から提案や対応がで
きるのが強みです。私は入社して4年目になりますが、1
年目は自社製架台「武蔵」の開発プロジェクトに参加、
これから売る製品を開発することにワクワクしていま
した。2年目は試験打ちで全国各地へ出張、大変だと
思われる試験打ちですが、地質の違いで結果が変わる

ので、「今度はどんな結果が出るのだろう」と毎回楽し
みでした。3年目は千葉県の現場に1年弱入り、設計業
務を行っていました。現場は東西南北に傾斜があり、
今までに前例がなく大変でしたが完工した時には大き
な達成感を味わえました。当社はまだまだ成長途中の
会社なので、若手でも様々な業務に携わることがで
き、会社の成長とともに自分も成長していると実感し
ています。

開発・設計等の様々な業務を経験して技術営業をしています！
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若手社員：矢澤 瞬　2014年入社　技術設計課所属

ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社 文・理
不問

社会
貢献 エネルギー

注目

自然エネルギーを基幹エネルギーにするための挑戦

当社はメーカーとして、自社ブランドの太陽光発電システム部材の開発・販売を行っているだけに
とどまりません。太陽光発電システムの長期にわたる安定運用のための総合的なサポートを行ってい
ます。まずは、お客様のパートナーとして、事業計画立案、資金調達支援等を行い、次いで徹底した品
質管理のもと、システム各部材の製造（生産管理）を行います。そしてお客様の目的や条件に応じたシ
ステム設計を専門知識と高度な技術をもつスタッフが行い、太陽光発電設備を建設します。さらに当
社では、太陽光発電システムの最大の収益確保を目的として発電量データの収集から解析、さらには
効率的な保守管理の提案まで、豊富な施工実績や検査実績があるからこそ提供できるサービスです。
2017年2月に家庭向け電力小売事業にも参入し、自然エネルギーの電気「グリーナでんき」の販売も
開始、持続可能な社会の構築に向け邁進しています。

太陽光発電事業をトータルにサポートしています

・自然エネルギー普及促進事業を国内外へ展開中
・太陽光発電部材のメーカーとして安全で高品質な製品の提供を行いながら、建設、
　そして保守管理までトータルにサポートできる技術力が魅力
・チャレンジできる風土で文系理系問わず若手社員が活躍中

当社のアピールポイント

Message

◆資 本 金　2億8,000万円（資本準備金含む）
◆売 上 高　187億9,500万円（2018年6月）
◆従業員数　227名
◆平均年齢　41歳
◆本　　社　〒399-4117 駒ヶ根市赤穂11465-6

◆事業拠点　駒ヶ根本社・東京本社・
 　名古屋営業所・大阪営業所
◆連 絡 先　総務人事部　東城 あづさ
　TEL.0265-98-6800
　E-mail tojo@nextenergy.jp

◆事業内容　太陽光発電のトータルサポート事業（部材開発・
販売、設計、建設、保守管理、データ解析、中古買取・電力小売等）
◆設　　立　2003（平成15）年
◆代 表 者　代表取締役　伊藤　敦

※1　使用電力の全量にグリーン電力証書を活用している家庭用電力
プランを対象に調査（2017年2月1日現在：当社調べ）


